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平成２８年度 委員会行政視察実施報告書

（視察箇所ごとに作成）

委 員 会 名 厚生委員会

参 加 委 員
◎佐藤清正 ○成瀬 拓 林 和明 松山賢太郎

井沢信章 池田総一郎 池上喜美子

◎委員長、○副委員長

１ 上田市での課題と視察の目的

高齢者や徘徊者への独自見守りシステムの運用実績や導入に関する様々な諸問題に対

応する政策研究について学び、上田市の既存体制への充実・改善への提案を図る。

２ 実施概要

実施 日 時 視 察 先 群馬県高崎市

平成２８年７月２０日

９時３０分～１１時００分
担当部局 福祉部 介護保健課

視察事業名
・高齢者等あんしん見守りシステム事業について

・はいかい高齢者救援システムについて

報 告 内 容

１ 視察先の概要

関東平野の北端に位置し、古くからの交通の要所であり北関東の

物資の集積・商業都市として栄える。現在でも新幹線２路線、ＪＲ

在来５路線、高速道など全国屈指の広域交通拠点であり北関東屈指

の商業都市である。また人口５３万人と群馬県最大の都市であり、

古くから交響楽団を抱え「音楽がある街」を標榜して文化・芸術活

動も盛んであり上田地区とも音楽交流など古くから交流が深い都

市である。だるまの生産量日本一でも有名。

２ 視察先の特徴

高崎市長の強い指導

力のもと、進行する高齢

化社会に向かう政策を

検討、毎年実施の基礎調

査やひとり暮らし調査

など徹底的な実態調査

をもとに平成２４年

高崎市役所にて説明を受ける様子 「孤独死ゼロの実現」を目

指し様々な独自政策を実施、また全国で問題視されている徘徊老人

問題に注視し、市内で５００名程度の徘徊老人の存在を想定、はい

かい高齢者救援システムを構築して劇的な成果を挙げる。

一躍全国でも先進地となるが現在も日々進化改善に取り組み完

全解決を目指している。
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３ 視察事項について

高齢者等あんしん見守りシステム事業・はいかい高齢者救援シス

テムに関して、以下の５点について調査・研究を実施した。

① 事業内容及び、検討事項や経緯

様々な実態調査におい

て、高齢者の増加率、特

に独居老人世帯の増加が

顕著（全世帯の１３％）

であり、その対策を市長

の強い想いから、対応策

の実現を平成２４年４月

より開始する。

自治会や消防、警察など

と協定を結び６５歳以上の

一人暮らしや高齢者世帯に

対して緊急事態発生時の 徘徊者携帯 GPS装着品

適切な対応及び日常生活の見守り支援を目指して緊急通報装置及

び安否確認センサーを各対象家庭へ設置（費用は設置時１台３，６

３３円のみ）、通報時には市が委託した見守りセンターにおいて３

６５日・２４時間体制で対応、関係機関との速やかな連携を図る体

制を構築する。

また、徘徊高齢者に対しては利用者に優しいＧＰＳ機器を無料で

貸与して（設置登録料３，７００円）緊急時の位置確認情報を家族、

介護協力者などに携帯電話に送信して早期発見体制を実現した。

② 利用者の状況と今後の促進方針

現在は徘徊用ＧＰＳの利用は１５４台の設置である。当面は５０

０台の設置を目指しており、福祉施設利用者でも利用が可能なこと

を広くＰＲして更なる設置を目指されています。更に福祉関係者な

どに制度の周知を図り促進を進める予定です。

③ 見守りセンターの概略

市が民間よりプロポーザル方式にて運営企業を決定し、委託する

形式をとっている。現在は「一般社団法人 暮らし見守り振興セン

ター」が運営し、高崎市介護保険課に登録された１，６００世帯の

高齢者宅を常時２名以上の職員がパソコンでの管理画面での管理

と電話連絡に備え、２４時間３６５日の完全体制で見守っている。

通報時には警察、支援者、家族のへ連絡は勿論、対応者が全くい

ない場合は職員が現場に急行して対処に当たることも可能。

また１２時間以上安否確認センサーに反応がない場合なども同

様な体制で安否確認を実施する。そのほか日常でも定期的な連絡・

メールなどを実施して安全確保を目指している。
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④ 徘徊者に対する緊急対応体制と実績

連絡が入るとあらかじめ登録された

家族は勿論、支援して頂く社会福祉関

係者、近隣住民、警察などに連絡が発

信され一番早く対応できる方を中心に

支援に当たる体制を構築しており、昨

年３５件程度の緊急通報があった。

徘徊高齢者の捜索に関しては最長でも

携帯GPS端末 ４０分以内で発見・保護できるなど驚異

的な実績を上げている。

⑤ 今後の課題

高崎市が推測する高齢・徘徊で支援が必要な５００世帯へのシス

テム導入に向けた周知の徹底と、緊急時の支援体制の更なる強化に

向けて関係各位との連絡・連携強化などが今後の課題である。

考 察

(まとめ:市

政に活かせ

ると思われ

る事項等）

４ 上田市に活用できる点

上田市にも高齢者等への緊急連絡システムや徘徊者へのＧＰＳ

利用の制度はあるが、高崎市の事例は今後の制度改善に向けて大い

に参考なる。現在の緊急通報装置設置事業は利用者の個人負担が月

額支払いとなっており、安否確認センサーなども利用する場合は追

加料金が発生するなど現状でも利用者負担軽減に努めてはいるが

高崎市のような設置時のみの定額、それも安価な負担体制ではな

い。

緊急発生時に対応する体制についても明確な支援体制の構築が

されておらず、実質緊急窓口は民間警備サービス会社が担当し、そ

の後の総合的な支援体制が十分ではないと思います。

また徘徊者へのＧＰＳを活用した制度でも利用者の費用補助は

勿論、徘徊者に身に着けさせるＧＰＳ機器についても利用者目線で

の改善する余地がおおいにあると感じました。

５ まとめと感想

高齢者等への緊急時の対策や孤独死、徘徊などは今後上田市も

益々真剣に向き合わなければならない課題であり、既存の対応制度

や体制を更に改善・充実させることが重要ではないかと感じまし

た。

その為にはまず利用者やその家族の立場を考え、利用者視点から

の改善が大切だと思います。費用面に対しても益々増大する社会保

障費の中で今回のような高齢者対策にどの位支出できるのかは大

いに議論し、方向性を明確化しなければならない課題です。

また支援する体制の充実構築は勿論ですが、誰が責任を持って対

応するか、責任と主導権の明確化も大切だと思いました。

以上
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平成２８年度 委員会行政視察実施報告書

（視察箇所ごとに作成）

委 員 会 名 厚生委員会

参 加 委 員
◎佐藤清正 ○成瀬 拓 林 和明 松山賢太郎

井沢信章 池田総一郎 池上喜美子

◎委員長、○副委員長

１ 上田市での課題と視察の目的

上田市においては、子どもから高齢者、障害者、ＤＶ、生活困窮など、様々な課題を

抱えている相談者に対応するための相談先が多岐にわたっていて、なかなか連携が取り

にくい現状がある。ワンストップ福祉総合相談支援体制を構築するための取り組みを視

察する。

２ 実施概要

実施 日 時 視 察 先 静岡県 富士宮市

平成２８年７月２１日

９時３０分～１１時００分
担当部局 保健福祉部 福祉総合相談課

視察事業名 福祉総合相談支援体制について

報 告 内 容

１ 視察先の概要

富士宮市は、静岡県の東部に位置し、富士山本宮浅間大社の門前町

として発展した町です。人口は約１３万５千人、面積は３８９．０８

平方キロで富士山麓の４分の１を占めています。平成２５年に世界遺

産となった富士山の裾野に広がる町として、全国的に有名な富士宮や

きそばや全国屈指の生産量を誇るニジマス養殖など、多数の観光資源

を有する町です。

２ 視察先の特徴

平成１７年度に地域福祉計画の策定を行い、そこに福祉総合相談窓

口の設置を盛り込んだ。１８年度に地域包括支援センターを基盤とし

てスタートした。２０年度の組織再編により、福祉総合相談課を設置

し、地域包括支援センター、生活保護係、家庭児童相談室、ＤＶ女性

相談員を一つの課にまとめた。２５年度は相談支援機能強化のため地

域型支援センターの再編強化を実施する。

市内９カ所の地域型支援センターには総合相談支援業務を委託し、

それぞれの地区社会福祉協議会と連結し、地域の相談機関として、課

題発見・抽出の役割を果たしている。
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地域型支援センターで対応困難と思われるケースや高齢者虐待、消

費者被害などに関しては、市直営で１カ所の地域包括支援センターに

つなぎ地域包括ケアネットワークを駆使して包括的・継続的マネジメ

ントを実施する。また、このネットワークを通じて、出前講座や各種

会合に積極的に出掛けて行き様々な問題や課題解決について早期発

見ができるよう、市民や関係機関に働きかけている。

３ 視察事項について

福祉総合相談支援体制を構築した背景と経過、検討事項や課題解決

の取り組み。

取り組み内容として、職員の配置、関係機関との連携の工夫。

取り組みの成果と今後の課題として、相談件数の実績や市民の反応

相談対応の検証

考 察

(まとめ:市

政に活かせ

ると思われ

る事項等）

地域包括支援センターを市直営にし、個別支援のできるスキルの高

い専門職を増員し、市内９カ所の地域型支援センターとの連携により

地域の見守りネットワークが機能していることが、この事業の成功に

つながっていると考えられる。

上田市においては、市内に１０カ所の地域包括支援センターがあ

り、委託しているが、それぞれで保健師、社会福祉士、主任介護支援

専門員などの専門職を配置し多様化する相談に対応するのは困難で

あると思われることから、市が担当課を明確にし、専門員を置くべき

と考える。また、富士宮市は１０年間の実績を持って平成３０年から

地域包括を組み替えて、今は高齢者が中心となっているところを今後

子どもなどの若年者の支援もしていくという。厚生労働省も全世代対

応型を考えていることから、また、子どもの貧困対策も急務であるこ

とから、教育と福祉を連携させる取り組みなどを強化し、現在ある上

田市の地域のネットワークを活用し、上田市版の総合相談支援体制を

構築することが急務と思われる。
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平成２８年度 委員会行政視察実施報告書

（視察箇所ごとに作成）

委 員 会 名 厚生委員会

参 加 委 員
◎佐藤清正 ○成瀬 拓 林 和明 松山賢太郎

池田総一郎 池上喜美子

◎委員長、○副委員長

１ 上田市での課題と視察の目的

上田市では少子化や人口減少時代を迎え、公共施設マネジメントの考え方の中で、公

共施設を統廃合し、コストの削減に向けた取り組みが不可欠になっている。今回、石川

県加賀市において「公立保育園再編基本計画」がまとまったことを受けて、加賀市の取

り組みを視察し、再編方針の考え方を学ばせていただくことを目的とした。

２ 実施概要

実施 日 時 視 察 先 石川県加賀市

平成２８年７月２２日

９時３０分～１１時００分
担当部局 健康福祉部 子育て支援課

視察事業名 「公立保育園再編成基本計画」について

報 告 内 容

１ 視察先の概要

人口は約７万人。

保育園の数は市内に公立１７園、

私立１３園ある。

保育園の定員は２，６１０人で、

待機児童は０。

幼稚園は無し。（ニーズがない）

-----------------------------------------------------------

２ 視察先の特徴

①基本計画策定までの経緯

近年の急激な少子化や子育て世代を取り巻く社会環境の変化、保護

者のニーズの多様化の中で、市内保育園児の約2/3 が私立保育園に入

園する一方、地域の公立保育園は小規模化し、子どもの「社会性の育

ち」を担保する集団保育の実施が難しくなってきた。こうした課題に

対応するため、加賀市公立保育園再編基本計画を策定することになっ

た。
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◆検討経過

平成２７年７月に第一回目の会議。平成２８年２月までに計６回の

会議を開き、再編基本計画の素案作りを進めた。

◆素案の内容

平成２０年の就学前児童数が３，４１８人だったものが平成３２年

の見込みでは２，４５１人にまで減少することから、現在１７園あ

る公立保育園を各中学校区（６校区）ごとに最低１園に集約し、７

園にまで統廃合を進めるというものである。

②計画期間

平成２８年度を初年度とし平成３６年度までと設定。

平成２８年度から平成３２年度までを前期計画、平成３３年度から

平成３６年度までを後期計画とするが、今後の出生数・入園児童数の

推移などを見極めながら計画期間中にあっても必要に応じて計画の

見直しを行う。

前期計画期間中に１０園までに再編、後期計画期間中に７園まで再

編を行う。

③再編の実施方針

・１クラスの標準規模は２０人程度とする。

・児童数３０人未満の小規模園を優先して行い、最長で３年間を目途

として統合する。

・児童数３０人以上８０人未満の標準未満園は暫定的に継続し、児童

数の推移を見ながら再編時期の健闘を行う。

・私立保育園が乳児保育や特別保育を担ってきた背景があるので、私

立保育園のキャパシティーや地域の児童数推計などを踏まえ、民間

活力を効果的に活用し公立と私立の協働のもと再編を行う。

・再編後の公立保育園は、地域の子育て支援の拠点と位置付ける。

④見えてきた課題

・現在、市民合意を得るために、１７園全地区で再編計画の説明会を

実施中であるが、実際のところ１７園中、３園が休園中であり、来

年は４園が休園になる見込み。

・説明会のなかで、再編計画の説明を行うと、住民から感情的な意見

が出てくることがある。子供を保育園に通わせている保護者から反

対意見が出ると地域住民も反対せざるを得ない傾向がみられる。

・居住地区の中学校区の保育園を第一希望にする保護者が多い。現在

は、仮に、第一希望が通らない場合には第二希望の園に行くことに

なるが、この場合、保育士ＯＢによる乗り合いタクシーによって送

迎している。再編後の児童の通園手段の確保が課題になる。
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以上のほか、子育て支援

について加賀市の取り組み

として次のような事業に

ついて説明を受けた。

①石川県内で保育料を最も安い水準に引き下げた。

平成２８年度の保育料軽減相当額は３億３，８７１万円余。

②子供医療費の対象年齢を高校３年生まで拡大し、同時に窓口無料化

を実施した。平成２８年度予算ではこの医療費無料化拡大のために前

年度比１億円の予算を増額して２億５１２万円余に。

③出産準備手当給付制度を新設し、妊娠１６週を超えた胎児１人につ

き１万円を支給。平成２８年度予算は４５９万円余。

④三世代が同居もしくは近居を始めるための増改築に対して補助金

３０万円を支給。平成２８年度予算は２１０万円。

考 察

(まとめ:市

政に活かせ

ると思われ

る事項等）

上田市でも少子化の進展が見込まれる中で、神川第一保育園と第二

保育園の統合に向けた動きが始まっている。今後は加賀市のように市

内全域の保育園について、市の公共施設マネジメント方針に沿った再

編計画を策定すべき時期に来ていると思われる。

園舎の老朽化の程度の査定、地域別の未就学児数の予測も並行して

行いながら、再編に向けた方針を打ち出さなければならない。

また、教育委員会とも連携して、市内小中学校の学区や再編計画とも

リンクしたものにする必要性を感じる。

このとき、十分に市民に対する説明を丁寧に行い、市民合意を取り

付けていかなければならないことは言うまでもない。このプロセスを

踏むことが一番大切なことであり、行政にとって負荷のかかる作業で

あることは今回の視察からもはっきりしたが、人口減少時代に突入し

た今、税収の減少が不可避の状況の中で、行政コストの削減をひとつ

ひとつ確実に行っていかなければならない。


